
 1 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

オープン･イノベーションに関する日韓調査	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

濱岡豊	
 

慶應義塾大学商学部	
 

hamaoka@fbc.keio.ac.jp	
 

	
 

Changone	
 Kim	
 

Jinju	
 University,	
 Korea	
 

	
 

Heesang	
 Lee	
 

Sungkyunkwan	
 University,	
 Korea	
 

	
 

＜要	
 	
 約＞	
 

	
 

	
 本稿では，日本，韓国企業を対象として行った｢オープン･イノベーションについての調査｣につ

いて，単純集計および日韓での比較を行う｡日本企業 167 社，韓国企業 250 社の回答を得たが，業

種の分布が異なるために，傾向スコア法によって韓国企業 250 社から 167 社を日本企業に割り当て

た｡業種，従業員規模をコントロールした分析を行うことによって，日韓での差異の有無を検定し

た｡その結果，オープン･イノベーションに関しては，｢外部の資源として日韓ともに｢顧客｣を重視

しているが，それに次いで日本企業は『大学』，韓国は『原材料などの供給業者』『民間の研究機関』

を活用していること｣｢日韓ともに外部知識を獲得する inbound オープン･イノベーションが先行し

ていること｣｢日本企業の方が情報源としては外部を利用しているもののツールの導入，利用は遅れ

ていること｣｢韓国企業の方が外部との連携を利用し，成果を挙げていること｣がわかった｡また，｢日

本企業の方がR&Dを積極的に行っているが新製品の成功割合は低いこと｣,製品開発プロセスについ

て，｢日本はコンカレント型だがリーダーの権限が弱く，韓国ではリーダーの権限が強い｣こともわ

かった｡	
 

	
 

	
 

＜キーワード＞	
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Abstract	
 

Questionnaire	
 surveys	
 on	
 open	
 innovation	
 are	
 conducted	
 to	
 Japanese	
 and	
 Korean	
 manufactures.	
 

Preliminary	
 analysis	
 reveals	
 the	
 following	
 points.	
 Among	
 external	
 knowledge,	
 customer	
 is	
 

the	
 most	
 important	
 sources	
 for	
 both	
 Japanese	
 and	
 Korean	
 firms.	
 However,	
 Japanese	
 firms	
 utilize	
 

Universities	
 and	
 Korean	
 firms	
 utilize	
 suppliers	
 and	
 private	
 research	
 institutes.	
 Korean	
 firms	
 

utilize	
 information	
 systems	
 to	
 collaborate,	
 and	
 they	
 have	
 more	
 staffs	
 to	
 obtain	
 external	
 

knowledge	
 and	
 to	
 sell	
 internal	
 knowledge	
 externally.	
 Korean	
 manufactures	
 are	
 more	
 active	
 

to	
 collaborate	
 with	
 external	
 entities	
 and	
 they	
 enjoy	
 more	
 revenues	
 from	
 products	
 that	
 

incorporate	
 external	
 knowledge.	
 

	
 For	
 new	
 product	
 development	
 process,	
 we	
 find	
 both	
 Japanese	
 and	
 Korean	
 firms	
 

employ	
 concurrent	
 process;	
 however	
 Japanese	
 project	
 leaders	
 have	
 less	
 power,	
 technological	
 

knowledge,	
 and	
 marketing	
 knowledge.	
 We	
 also	
 find	
 Japanese	
 firms	
 invest	
 more	
 on	
 R&D,	
 however	
 

revenue	
 from	
 new	
 product	
 is	
 less	
 than	
 Korean	
 firms.	
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１．はじめに	
 

	
 

	
 研究開発や製品開発について，近年，オープン･イノベーション，もしくはユーザー･イノベーシ

ョンが近年注目されている(von	
 Hippel	
 1988,2005)。筆者は，2006 年以降，「研究開発についての

調査」(陳ら.	
 2009;	
 李,濱岡2008,濱岡2010a)と「製品開発についての調査(馬ら.	
 2008;	
 尤ら	
 2009;	
 

濱岡 2010b)」を行ってきた。研究開発についての調査ではオープン･イノベーション，製品開発に

ついての調査ではユーザー･イノベーションについての項目を設定している｡	
 

	
 オープン･イノベーションは比較的新しい概念であるため,定量的な調査は少なく実証の必要性

が指摘されている(Chesbrough	
 et	
 al.	
 2006)｡オープン･イノベーションには外部の技術を導入する

inbound オープン･イノベーションと，自社の技術を外部に提供する outbound オープン･イノベーシ

ョンの２種類がある(Chesbrough	
 and	
 Crowther	
 2006)。筆者は inbound オープン･イノベーション

のパフォーマンスの規定要因として,外部の知識源,自社の能力,外部との関係を含めた理論的枠組

みを示し,2006 年のパイロット調査の結果を用いて実証した(Hamaoka	
 2008)｡その結果,日本企業で

は外部の資源よりは自社の吸収能力など内部の要因の方が重要であることを明らかにした｡この研

究は,inboundオープン･イノベーションに注目したが,2007年以降の調査では,自社の知識を外部に

提供する outbound オープン･イノベーションに関する項目についても設定し,分析することによっ

て｡それぞれの成果の規定要因が異なることを明らかにした(Hamaoka	
 2009)｡特に,外部資源のうち

子会社との共同研究が inbound,	
 outbound オープン･イノベーションの成果に正で有意に影響を与

えていることから,完全にオープンなイノベーションではなく,半オープン(semi-open)なイノベー

ションであることを指摘した｡	
 

	
 このようにオープン･イノベーションについての実証研究は少ないが,(Kim	
 et	
 al.	
 2010)は，米

国と韓国企業を対象とした調査を行っている｡今回，同氏との共同調査を行う機会を得た｡本研究の

目的はオープン･イノベーションについての実態を把握し，その導入や成果についての規定要因を

明らかにすることにある｡本稿では，そのために日韓で行ったアンケート調査の結果を報告する｡	
 

	
 

２．調査の概要	
 

	
 

	
 筆者は，日本企業の研究開発，製品開発から市場における製品のパフォーマンスに至る総合的な

データを蓄積し，その変化の動向を把握することを目的として，2006 年以降，「研究開発について

の調査」と「製品開発についての調査」を行ってきた。日本ではこれらと同様の方法で調査を行う｡	
 

	
 

1）調査項目	
 

	
 本研究では，	
 Kim	
 et	
 al.	
 (2010)で提案された，情報の利用状況についての実態，および筆者に

よって提案されたオープン･イノベーションの導入や成果の規定要因(Hamaoka	
 2008)を踏まえて，

以下のような調査項目を設定した｡大まかには以下の項目からなる。	
 

	
 

･自社について	
 

	
 業種	
 

	
 規模:過去 3 年間の売上，従業員数	
 

	
 

･R&D についての定量データ	
 

	
 R&D 支出と内部，外部への配分割合	
 

	
 市場に導入した新製品数と売上に占める割合(世界初，自国初など)	
 

	
 外部からの技術を導入した製品の売上の割合	
 

	
 

･情報源について	
 

	
 イノベーション全般についての情報源:相手とそれらの重要度，利用頻度，成果	
 

	
 外部知識獲得，提供のための情報源:相手とそれらの重要度，利用頻度，目的，成果	
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･外部連携について	
 

	
 共同研究の相手とその頻度，成果	
 

	
 共同研究を行う上での課題	
 

	
 共同研究のための政府や自治体からの支援策の有効性	
 

	
 

･利用しているツール	
 

	
 技術仲介業者	
 

	
 情報共有のための情報システム	
 

	
 外部からの情報獲得，提供のための人員	
 

	
 技術マネジメントのためのツール	
 

	
 

･自社をとりまく環境についての設問	
 

	
 製品や市場の特徴	
 

	
 イノベーション保護のための戦略の有効性	
 

	
 

･自社の特徴	
 

	
 製品開発プロセスの特徴	
 

	
 他社と比べた強み	
 

	
 組織文化	
 

	
 

2）調査対象	
 

	
 調査対象は日，韓の製造業者である｡筆者がこれまで行ってきた調査は上場企業を対象としたが，

本調査については共同研究者である Kim 氏の意向も踏まえて非上場企業も加えることとした｡日本

の場合，｢株式会社｣に限定しても 150 万社が存在する｡それらからランダムに抽出することは非現

実的であるため，これまでと同様，ダイヤモンド社会社職員録のデータベースサービスを用いるこ

とにした｡このデータでは上場企業以外の従業員数 100 名以上の有力企業の名簿が入手できる1｡同

社のデータベースでは，従業員数 100 名以上の企業しか収録されていないため，日本企業全体から

のサンプルではないことに注意したい｡	
 

	
 

3)サンプリング方法	
 

	
 回収目標サンプル数は日韓でそれぞれ 150 以上とした｡筆者が行ってきた上場企業を対象とした

製品開発，研究開発についての調査の回収率は 16-28%であった(濱岡豊	
 2010c)｡それと比べると今

回の調査は，より細かい項目を質問し，設問数も多いため，回収率が低下する可能性があるため，

配布数を 1000 程度とすることとした｡	
 

	
 同社のデータベースから，研究開発もしくは製品開発担当部署（研究所などを含む）がある企業

を抽出し，その部署の部長以上の役職者を選んだ。なお，１つの企業に複数の研究関連部署がある

場合には，それらの中から１名をランダムに選んだ。ただし，大企業の場合には最大 3 つの部署の

長を選んだ｡さらに，これらの部署がない場合には，広報部や管理部門の長を選んだ｡	
 

	
 

4)回収率	
 

	
 このようにして 4 通りの名簿について，表 1 のように合計 1,115 名に調査票を郵送した｡回答者

数は合計 167 名であり，回収率は 15.0%となった｡	
 

	
 韓国では，調査会社が所有する企業名簿を利用して同様の調査を行った｡ただし，入手可能なの

は企業名までであり，個人名を特定できない｡このため，広報部などに送付した後，電話で依頼し

た｡1000 名に送付し，250 サンプルを回収した(回収率 25.0%)｡韓国の方が回収率が高いのは，未回

                                                   
1 筆者は 2007 年度以降,研究開発についての調査,製品開発についての調査ともに,ダイヤモンド社の名

簿をサンプリングフレームとして用いている｡	
 



 5 

答企業に対して電話で回答を依頼したことによると考えられる｡	
 

	
 

表1	
 調査方法	
 

	
 日本での調査	
 韓国での調査	
 

調査時

期	
 

2010 年 6 月-7 月	
 2010 年 6 月-7 月	
 

調査対

象	
 

日本の製造業	
 従業員数 100 名以上	
 韓国の製造業	
 従業員数	
 50 名以

上	
 

発送数

( 回 答

数 / 回

収率)	
 

上場企業	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 403 名(43 名/10.4%)	
 

	
 うち R&D 部門長	
 	
 	
 	
 	
 300 名(30 名/10.0%)	
 

	
 その他部門長(広報部など)103 名(13 名/12.6%)	
 

非上場企業	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 712 名(124 名/10.0%)	
 

	
 うち R&D 部門長	
 	
 	
 	
 	
 509 名(99 名/19.4%)	
 

	
 その他部門長(広報部など)203 名(25 名/12.3%)	
 

計	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 1,115 名(167 名/15.0%)	
 

	
 

上場，非上場含めて	
 	
 

	
 計 1000 社(250/25.0%)	
 

	
 

調査方

法	
 

名簿で個人名が特定されているので，郵送のみを

行う｡	
 

名簿では企業名しか特定されてい

ないので，広報部などに送付し，

電話で回答を依頼｡無回答の場合，

回答の依頼も電話で行う｡	
 

注)調査方法はいずれも郵送法であり，依頼状とともに調査票および返信用封筒を送付した｡	
 

	
 調査時期は依頼状に記した送付日および返送期限である｡実際には返送期限が過ぎても回答頂い

たものも回答者数に含めてある｡	
 

	
 

5)無回答バイアスの有無の確認	
 

	
 用いた名簿には，企業の従業員数，売上高も含まれている｡1,115 名が回答したか，しないかをこ

れらの変数によって説明した｡その結果，非上場企業の R&D 部門長サンプルのみ，回答した企業の

方が，回答していない企業よりも売上が有意に大きいことがわかった｡ただし，これ以外のサンプ

ルについては，従業員数，売上ともに有意な差はなかった｡これらの結果から，大きな無回答バイ

アスはないと結論づけた｡	
 

	
 

6)日韓企業のマッチングによる偏りの補正	
 

	
 回答企業の業種の分布を図 1 にまとめる｡これをみると，日本(青線)は化学工業の割合が高く，

韓国(赤)では｢その他製造業｣｢その他｣の回答割合が高いことがわかる｡このように回答している企

業の業種の分布が大きく異なる｡このため，回答の違いが国によるものなのか，業種の違いによる

のかが不明である｡	
 

	
 これを補正するため，傾向スコア法	
 propensity	
 score(Rosenbaum	
 and	
 Rubin	
 1983;星野 2009)

を用いた｡これは，後述のような手続きで算出される傾向スコアが類似しているサンプルをマッチ

ングさせる方法である｡	
 

	
 まず,日韓，二つのサンプルをプールして，回答したのが日本企業なのか，韓国企業なのかを業

種ダミー，従業員規模，消費者向けか否か，輸出を行っているか否かを説明変数とした二項ロジッ

ト分析を行った2｡これらの変数はいずれも有意となった｡推定結果を用いた二つのサンプルの判別

の精度は 76.3%であった｡また，｢強く無視できる割り当て条件｣が満たされていることも確認した

(星野 2009)	
 ｡日本企業 167 社に対して，韓国企業は 250 社である｡それぞれについて推定されたパ

ラメタを用いて,日本企業である確率=傾向スコアの値を算出し，韓国企業 250 社の中から，日本企

業 167 社に近い値をもつ企業を割り当てた｡割り当ては確率的に行われるため，数回行い，結果が

安定していることを確認した｡これについては,オープンソース･ソフトウエア R のライブラリ

Matching を用いた(Sekhon	
 Forthcoming)｡	
 

                                                   
2消費者向けか否か,輸出を行っているか否かについては 5 段階のリッカート尺度への回答である｡ 
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 図 1 の業種分布で｢韓国 m｣とあるのが，このようにして割り当てた韓国企業 167 社の平均値であ

る｡これをみると，韓国企業全体の分布と比べると，日本企業の業種分布に近づいていることがわ

かる｡以下では，日本企業(図中の｢日本｣，青)，マッチングした韓国企業(同，｢韓国 m｣:緑)，韓国

企業全体(同，｢韓国｣，赤)の平均値を比較する｡韓国については，全体でもマッチングしたもので

も平均値は大きくはかわらない｡	
 

	
 

7)日韓の比較	
 

	
 日韓の比較については，5 段階尺度のようなメトリックな項目の場合には回帰分析，0/1 変数の

場合には二項ロジット分析を行うことによって，業種や規模などの際を除去した検討をおこなうこ

とにした｡つまり，説明変数として，国ダミー(韓国=0，日本=1)，業種ダミー，従業員規模ダミー

を入れた分析を行った｡このようにして国ダミーが有意になったかならないかを検定した｡なお，検

定は韓国の全 250 サンプルを用いた場合と，マッチングした 167 サンプルの場合ともに行った｡検

定結果が異なる項目もあったが，サンプル数の減少による有意水準の変化であったので,以下では

マッチングした日韓各 167 サンプルでの検定結果を示す｡	
 

	
 

3．単純集計と日韓比較	
 

	
 

	
 図 2 以下では，このようにして検定した結果も併せて示す｡*がついている項目は，国ダミーが少

なくとも 10%水準で有意となったこと,つまり日韓で平均値が異なることを意味する｡また，グラフ

には，日本，韓国全サンプル(｢韓国｣と表記)，韓国マッチングサンプル(｢韓国 m｣と表記)の平均値

を示す｡数字については日本および，韓国マッチングサンプルの平均値である｡	
 

1)企業の規模と分布業種(図 1)	
 

	
 業種の分布をみると日本では｢化学工業｣｢金属｣の割合が高い｡傾向スコアでマッチングさせるこ

とによって，韓国でもこのような分布に近づいている｡なお，従業員数は，日本では平均 2,429 名，

韓国は全体では 1,182 名，マッチングした企業に限定すると 1,469 名であった｡日本企業の方が従

業員規模は大きいことがわかる｡	
 

	
 
注)サンプル数は｢日本｣167 社，｢韓国｣全体 250 社，日本企業とマッチングした｢韓国マッチング(韓

国 m)｣167 社｡	
 

図 1	
 回答企業の業種分布	
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2）	
 研究開発の現状(表 2)	
 

	
 表 2 には，売上に占める R&D 費用の割合，投入した新製品数，外部からの技術による売上の割合

集計結果をまとめた｡これらのヒストグラムはいずれも，0 近辺にピークがある右肩下がりの形状で

あった｡つまり，大部分の企業は，これらの値が小さく，少数の大きな値をもつ企業が存在してい

ることになる｡このような場合，平均値には意味がないので中央値に注目する｡	
 

	
 売上に占める R&D 費用の割合について，日本では 3%であるのに対して韓国では 0.15%となってい

る｡投入した新製品についても日本が 10 であるのに対して韓国は 5 である｡単純に考えると日本の

方が R&D を活発に行い，新製品を多く投入していることになる｡一方，外部からの技術を導入した

製品が売上に占める割合は，日本の 3%に対して，韓国では 5%となっている｡韓国企業の方が外部と

の連携から多くの成果を挙げていることがわかる｡	
 

表 2	
 R&D 支出に関する主要指標	
 

	
 	
 

売上に占める R&D の割

合(2009 年度,%)	
 
2007-9 年に投入し

た新製品数	
 

2007-9 年に外部からの技術を

導入した製品が 2009 年の売上

に占める割合(%)	
 

	
 	
 日本	
 韓国	
 日本	
 韓国	
 日本	
 韓国	
 

最小	
 0	
 0	
 0	
 0	
 0	
 0	
 

第 1 四分位	
 1.0	
 0.0	
 3.0	
 2.0	
 0.0	
 1.7	
 

中央値	
 3	
 0.15	
 10	
 5	
 3	
 5	
 

平均	
 4.0	
 6.0	
 56.3	
 101.0	
 12.3	
 7.9	
 

第 3 四分位	
 5.0	
 5.0	
 29.2	
 20.0	
 15.0	
 8.0	
 

最大	
 30	
 98	
 900	
 11,000	
 100	
 80	
 

無回答	
 13	
 33	
 23	
 18	
 37	
 21	
 

	
 

･研究開発費の内訳（図 2）	
 

	
 2009 年の R&D 支出について,社内使用研究開発費，社外の企業や研究所との共同研究費，外部委

託などの研究開発費に分けて回答してもらった｡二ヵ国とも傾向は類似しているが，日本の方が社

内使用研究開発費の割合が高く，社外の企業や研究所との共同研究費の割合が低いことがわかる｡

つまり，韓国企業の方がより外部での研究開発を行い，多くの成果を受けていることになる｡	
 

	
 
注)***:1%水準で有意	
 	
 **:5%水準で有意	
 	
 *:10%水準で有意	
 

図 2	
 研究開発費の内訳	
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･新製品の導入	
 

	
 2007-2009 年に導入した新製品を，｢世界で初めての新製品｣｢日本では初めての新製品｣｢自社にと

っては初めての新製品｣｢既存製品のマイナーチェンジ｣｢2007 年よりも前に発売した製品｣に分けて，

それぞれが 2009 年の売上に占める割合を回答してもらった｡	
 

	
 日本は，｢2007 年よりも前に発売した製品｣の割合が 78%と高いのに対して，韓国企業では 2007

年以降に導入した新製品の占める割合が高いことがわかる｡前述のように導入した新製品の数は，

日本の方が多いものの，売上に占める 2007 年以降の新製品の割合が低いことは，新製品の導入が

売上に結びついていないことを示唆する｡	
 

注)無回答があるため,サンプル数は	
 日本 132，韓国 130｡	
 

図 3	
 2009 年の売上に占める各新製品の割合	
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･タイプ別の研究開発（図８a~d）	
 

	
 研究開発について，総務省「科学技術研究調査」では，基礎研究，応用研究，開発研究に大別し

て研究費を回答させている3。このうち，開発研究については，生産プロセス（工程）についての

研究も含まれているが，(Utterback	
 1994)が示したように，product	
 innovation と process	
 

innovation は異なる段階で生じる。よって，本研究では，開発研究については設計および新製品開

発に関するものとし，生産技術の研究開発を別項目とした。これら，４種類別の実施状況（自社や

外部でどれくらい行っているのか）を回答してもらった。	
 

	
 今回の回答企業は比較的小規模な企業が多いものの，｢基礎研究｣が必要ないという企業は日本で

20%，韓国では 30%未満であり，研究開発が重要であることがわかる｡｢基礎研究｣について，韓国で

は専門の研究所が行っている割合が高いのに対して，日本では外部と連携している割合が高い｡｢応

用研究｣についても同様の傾向があるが，日本では特に｢各部署｣で行っている割合が高い｡｢製品開

発｣｢生産プロセス研究｣については，その傾向がさらに強い｡これに対して韓国企業ではいずれにつ

いても専門の研究所が行う傾向がある｡	
 

	
 
図 4a	
 タイプ別の研究開発	
 (基礎研究)	
 

                                                   
3総務省「科学技術研究調査」による定義は以下の通り｡	
 

	
 （総務省統計局ホームページ	
 http://www.stat.go.jp/data/kagaku/2007/index.htm）。	
 

･基礎研究	
 

	
 特別な応用，用途を直接に考慮することなく，仮説や理論を形成するため，又は現象や観察可能な事実に

関して新しい知識を得るために行われる理論的又は実験的研究をいう。	
 

･応用研究	
 

	
 基礎研究によって発見された知識を利用して，特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研究や，既

に実用化されている方法に関して，新たな応用方法を探索する研究をいう。	
 

･開発研究	
 

	
 基礎研究，応用研究及び実際の経験から得た知識の利用であり，新しい材料，装置，製品，システム，工

程等の導入又は既存のこれらのものの改良をねらいとする研究をいう。	
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図 4b	
 タイプ別の研究開発(応用研究)	
 

	
 

図 4c	
 タイプ別の研究開発(製品開発)	
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図 4d	
 タイプ別の研究開発	
 (生産プロセス研究)	
 

	
 

3)イノベーションのための情報の利用と成果(図 5,6)	
 

	
 イノベーションのためには，他社との相互作用や情報が重要であることが指摘されている

(Laursen	
 and	
 Salter	
 2006)｡ここでは，大学，外部機関など含めて，イノベーションのための情報

源としての重視度，利用頻度，成果について回答してもらった｡	
 

	
 利用頻度については，頻度を｢0:まったく行っていない｣から｢5:非常に頻度が高い｣の 6 段階で回

答してもらった｡日韓ともに｢顧客｣｢自社の R&D 部門｣｢自社マーケティング部門｣｢特許情報｣などが

高い｡ただし，全般的に日本企業の方が利用頻度が高いことがわかる｡中でも｢特許情報｣｢大学｣では

日韓の差が大きくなっている4｡	
 

	
 

図 5	
 イノベーションの情報源としての利用頻度	
 

                                                   
4 重視度についても質問したが,利用頻度と同じ傾向であったので省略する｡ 
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 ｢経済的成果｣｢それ以外の非経済的成果｣に分けて，情報源を使った成果の有無を回答してもらっ

た｡	
 

｢経済的成果｣については，利用頻度と同様，日韓ともに｢顧客｣｢自社の R&D 部門｣｢自社マーケティ

ング部門｣｢特許情報｣が高い｡｢自社の生産部門｣の重視度は高くはなかったが，ここでは高くなって

いるのが特徴的である｡	
 

	
 経済的成果は利用頻度とグラフの形状が類似していたことから，経済的な成果があるものほど利

用頻度も高いことがわかる｡これに対して，非経済的効果は利用頻度と形状が異なっており，頻度

とは直接的に関係していない可能性が高い｡具体的には，｢業界誌や業界での会合｣｢展示会｣｢トップ

マネジメントの非公式な人脈｣｢業界団体，商工会などの非営利組織｣などが高くなっている｡これら

は経済的な成果に結びつかないが，情報を収集したり人脈の構築といった点で評価されているので

あろう｡特に日本企業では，｢大学｣の効果が高く評価されている｡	
 

	
 

	
 
注)それぞれの情報源を利用した者のみに限定しているので項目によってサンプル数が異なる｡	
 

	
 有意水準は	
 (a)経済的成果と(b)非経済的成果の検定結果を(a)/(b)のように表示してある｡例

えば｢/***大学｣は，経済的成果については二国間での差はないが，非経済的成果については 1%水準

で有意差があることを意味する｡	
 

	
 煩雑になるので韓国全サンプルは除外した｡	
 

図 6	
 情報源の成果	
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･外部からの知識や技術の獲得(図 7,8)	
 

	
 前問では｢イノベーション全般についての情報｣について質問したが，ここでは｢外部からの知識

や技術の獲得｣に限定して質問した｡	
 

	
 ここでも日本企業の方が全般的に利用頻度が高いが，日韓とも｢顧客｣｢競合相手｣｢原材料，部品

などの供給業者｣｢大学｣の順に高くなっている｡韓国企業では，｢公的研究機関｣の重視度が低く，｢民

間の研究機関｣の方が高いという特徴がある5｡	
 

	
 これについても，経済的，非経済的成果の有無を回答してもらった｡日韓ともに経済的効果とし

ては｢顧客｣が最も評価が高い｡一方，非経済的効果については，日本では｢大学｣｢公的機関｣｢専門業

者(法務，技術コンサルタント会計など)｣の評価が高く，韓国では｢業界団体，商工会などの非営利

組織｣｢公的機関｣などが高いという特徴がある｡	
 

	
 

図 7	
 外部からの知識や技術の獲得のための情報源(利用頻度)	
 

	
 
図 8	
 外部からの知識や技術の獲得のための情報源(効果)	
 

	
 

                                                   
5 この設問についても利用頻度を回答してもらったが,重視度と同じ傾向であったので省略する｡ 
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4)共同研究の相手と成果(図 9,10,11)	
 

	
 ここでは2007-9年に行った共同研究について回答してもらった｡前 2問では日本の方が平均値が

高かったが，ここでは韓国の方が平均値は高くなっており，共同研究に積極的であることがわかる｡

これは，はじめにみたように，外部支出研究資金や外部からの技術を導入した製品の売り上げの割

合が高いことと一貫する結果である｡	
 

	
 日韓ともに｢顧客｣との共同研究が最も多く行われているが，日本では｢大学｣｢親会社や子会社｣

｢原材料，部品などの供給業者｣が続く｡一方，韓国では｢原材料などの供給業者｣｢民間の研究機関｣

｢大学｣が続く｡韓国では民間の研究機関が重視されているようである｡	
 

	
 オープン･イノベーションには外部の技術を導入する inbound オープン･イノベーションと，自社

の技術を外部に提供する outbound オープン･イノベーションの２種類がある(Chesbrough	
 and	
 

Crowther	
 2006)。そこで，共同研究の目的が外部知識の獲得，提供なのかを回答してもらった6｡両

国とも｢提供｣よりも｢獲得｣の方が高くなっており，inbound オープン･イノベーションが重視されて

いることがわかる｡特に韓国企業では｢顧客｣を除いて，日本よりも回答率が高くなっており，外部

知識の獲得が重視されていることがわかる｡	
 

	
 ｢提供｣については，日韓ともに同じ形状となっており｢顧客｣を除くといずれも回答率は低い｡濱

岡(2009)でも指摘したように，外部に提供するというオープン･イノベーションは遅れていること

がわかる｡	
 

	
 
図 9	
 共同研究の頻度	
 

                                                   
6 複数選択であり,導入,提供ともに目的とする企業もある｡ 
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注)共同研究の経験がある項目のみの回答なので，項目によってサンプル数は異なる｡	
 

図 10	
 共同研究の目的(知識の獲得か提供か?)	
 

	
 

注)共同研究の経験がある項目のみの回答なので，項目によってサンプル数は異なる｡	
 

図 11	
 共同研究の成果	
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･共同研究の課題〈図 12〉	
 

	
 製品イノベーションのための共同研究を行ったことがある企業に対して，以下の項目の重要度を

評価してもらった7｡日本企業の方が全般的に平均値は高くなっており，共同研究に課題があると考

えているようである｡共同研究の頻度が韓国企業よりも低かったのは，これら課題があると考えて

いるためであろう｡	
 

	
 日本企業は｢13 外部技術を商品化することの難しさ｣｢7 共同開発を行うためのビジネスモデルの

欠如｣など，成果をビジネスに以下につなげるかという点や，｢1	
 R&D計画の立案や管理能力の不足｣

｢2 自社での R&D 能力の強さ｣など実行面での課題が重視されている｡	
 

	
 一方，韓国企業は｢相手を見つけることの困難さ｣｢組織の硬直性｣などが高くなっている｡両国と

も，｢18 ベンチャーキャピタルからの投資の欠如｣は低くなっており，資金的な問題ではないことが

わかる｡	
 

	
 

	
 
図 12	
 共同研究の課題	
 

	
 

･国や自治体による共同研究の支援策(図 13)	
 

	
 政府や自治体も共同研究を支援している｡ここでは，製品イノベーションのための共同研究にと

ってどれくらい貢献したかを評価してもらった8｡全般的に韓国企業の方が高く，これらの支援策の

有効性を評価していることがわかる｡前述のように韓国企業の方が共同研究の実施割合が高いのは，

これら支援策があるためかもしれない｡	
 

	
 韓国企業は｢金銭的な支援｣｢政府による研究開発プログラム｣などが高い｡日本と比べると規模が

小さいためかもしれない｡一方，日本でも｢金銭的な支援｣が比較的高いのとあわせて｢技術情報の提

供｣も高くなっている｡	
 

                                                   
7 ｢1:非常に低い~5:非常に高い｣の 5 段階評価である｡ 
8｢0:使ったことがない~5｣(貢献度が)非常に高い｣ 



 17 

	
 
図 13	
 国や自治体からの支援の有効性	
 

5)利用しているツール	
 

･技術情報仲介業者〈図 14〉	
 

	
 (Chesbrough	
 2003,2006)は｡Ninesigma,	
 Innocentive,	
 YourEncore,	
 yet2.com	
 など，技術の流通

を仲介する｢技術仲介者 technology	
 intermediary｣がオープン･イノベーションにとって重要であ

ることを指摘している｡	
 

	
 これらの利用経験があるかを質問したところ，日本企業では 9 社(5.4%)，韓国企業では 11 社

(4.4%)が経験があると回答した｡これを使う目的や効果についても質問したが，日本の場合には｢自

社ではじめての製品の開発(平均4.3)｣｢まったく新しい生産プロセスの開発(平均4.0)｣が重視され

ていた｡一方，韓国では平均値は低いものの｢世界初の製品の開発(平均 2.9)｣｢韓国初の製品の開発

(平均 2.8)｣が重視されていた9｡	
 

	
 

･共同研究のための情報システム〈図 15〉	
 

	
 情報システム導入との共同研究のための重要性について回答してもらった｡韓国企業の方が全般

的に重視しており，｢自社の社員間｣のみならず，｢顧客｣｢供給業者｣との情報共有を重視して売るこ

とがわかる｡	
 

(元橋	
 2007)は 2007年に日米韓の上場企業に対してITの導入状況についての調査を行っている｡そ

れによると，｢社内情報管理｣｢市場分析｣｢顧客情報管理｣等については，2 ヵ国での導入状況に有意

差がないこと，韓国は日本よりも｢設計支援｣｢受発注管理｣｢SCM｣システムの導入は遅れているもの

の，｢基幹業務管理 ERP｣システムの導入は進んでいることが示されている｡(元橋	
 2007)は上場企業，

製造業以外も含み，単に導入したか否かのみを質問している，といった違いがあるため，直接的な

比較はできない｡本調査では導入の有無と共同研究のための重要性を質問しているため，導入状況

は同じでも韓国の方がより重視しているということかもしれない｡	
 

                                                   
9 これについては回答企業数がともに少ないため,グラフは省略する｡ 
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注)	
 ｢0:導入していない̃5:(重要性は)非常に高い｣	
 

図 14	
 情報共有のための情報システムの導入，重視度	
 

･外部情報獲得，提供のための人員〈図 15〉	
 

	
 技術や知識を獲得，提供するための人員の有無および具体的な担当者について回答してもらった｡

日韓ともに，｢若手研究者｣だけでなく｢マーケター｣も任にあたる割合が高くなっており，技術的な

情報だけでなく，市場についての情報も樹脂していることがわかる｡日韓とも，提供よりも獲得と

いう inbound	
 オープン･イノベーションの方が重視されていることがわかる｡	
 

	
 
図 15	
 外部情報獲得，提供のための人員	
 

･技術マネジメントのためのツールの利用〈図 16〉	
 

	
 技術マネジメントのために提案されている手法の利用状況を回答してもらった｡全般的に韓国企
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業の方がよく利用していることがわかる｡グラフの形状はほぼ同型であり｢技術ロードマップ｣がも

っともよく利用されている｡	
 

	
 

注)	
 ｢0:導入していない̃1:(利用頻度は)非常に低い̃5:非常に高い｣	
 

図 16	
 技術マネジメントのためのツールの利用	
 

	
 

6）	
 製品開発の特徴（図 17）	
 

	
 製品開発のプロセス，組織，評価などについて５段階で回答してもらった。日本企業では｢開発

は様々な作業を並行して進める｡｣｢プロジェクトメンバーは複数の役割を果たしている｡｣が高く，

｢開発は逐次的に進め，前の段階の作業が終了するまで次には進めない｡｣が低いことから，一人が

複数の役割をもちつつ様々なタスクを並行させるコンカレント型の開発が進められる傾向が高い｡

ただし，韓国企業と比べると｢リーダーは開発から発売に至るまで責任と権限を持っている｡｣｢リー

ダーは開発から発売に至るまでの多様な分野の知識を持っている｡｣｢研究開発とマーケティングの

両方に通じている者が多い｡｣は低くなっている｡Clark	
 and	
 Fujimoto（1991）は日本の自動車企業

の開発体制の特徴として，「重量級プロジェクト･リーダー」によって統合されたコンカレント開発

を指摘したが，ここでの回答をみるとリーダーの役割が異なるようである｡	
 

	
 von	
 Hippel	
 (1988)は，科学計測機器や産業財について，ユーザー企業がイノベーションの源泉

となっていることを示した。その後，オープンソース･ソフトウエアやスポーツなど，より一般的

なユーザーがイノベーションの源泉となることが示されている(von	
 Hippel	
 2005)。彼はイノベー

ションの源泉の規定要因として，｢情報の粘着性｣仮説を提案している｡情報の粘着性とは，情報を

利用できるように移転するためのコストのことを指す｡情報が多量だったり，解釈や表現すること

が難しい場合には，情報の粘着性が高くなるという｡イノベーションのためには，ニーズ情報と技

術情報が必要だが，ニーズ情報の粘着性が高い場合にはユーザー，技術情報の粘着性が高い場合に

はメーカーがイノベーションの源泉になる可能性が高いとしている｡これらを測定するための項目

も設定してある｡韓国企業では，｢製品を開発する際には事前に多量のニーズ情報を収集しなければ

ならない｣｢製品を開発する際には事前に多量の技術についての情報を収集しなければならない｣な

ど量についての評価は高いものの，｢消費者のニーズ情報を入手したり解釈するには手間やコスト

がかかる｣｢技術情報を入手したり解釈するには手間やコストがかかる｣など，解釈についてのコス

トは低く評価されている｡	
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注)｢1:まったくそうではない̃5:非常にそうである｣	
 

図 17	
 	
 製品開発の特徴	
 

	
 

7)自社の組織文化（図 18）	
 

	
 ここでは技術戦略，情報共有，組織文化などについて質問した｡山や谷の深さに違いがある項目

はあるものの，大まかな傾向は類似している｡つまり，｢自社でコアとなる技術を開発している｣｢経

営の方向性をトップが明確に示している｡｣｢貴社は顧客や取引先から信頼されている｣｢貴社は顧客

や取引先からも公正な企業だと評価されている｡｣などの項目が高い｡	
 

	
 日本企業では特に，｢経営の方向性をトップが明確に示している｡｣｢貴社は顧客や取引先から信頼

されている｣｢貴社は顧客や取引先からも公正な企業だと評価されている｡｣など組織に対する評価

が高くなっている｡	
 

	
 また，情報共有のための情報システムや技術マネジメント･ツールの利用が遅れていたことを反

映して，｢研究開発は組織よりも個人の能力などに大きく依存する｣傾向が強くなっている｡また，

｢特許などによるライセンス収入を重視している｣ものの，｢特許などによるライセンス収入を重視

している｣は低くなっており，outbound オープン･イノベーションは重視されていないことがわか

る｡	
 

	
 なお，ここまでの分析では，韓国全サンプルとマッチングしたサンプルの平均値には大きな差が

なかったが，｢主要な製品は消費者向けである｣｢海外に製品を輸出，販売している｣については大き

な差がみられる｡これらは傾向スコアを算出するために用いた項目であるからである｡	
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図 18	
 自社の技術戦略，情報共有，組織文化	
 

	
 

8)企業全体としての他社と比べた強み（図 19）	
 

	
 自社の強みに関しては，日韓ともに，｢品質，機能｣｢他社にはない革新的な技術｣｢革新的な機能

をもつ製品｣など，技術面での優位性を高く評価している｡一方，日本企業は，｢新製品の開発スピ

ード｣｢新製品を早く発売する｣など，早さについての評価が低くなっている｡	
 

	
 

図 19	
 企業全体としての他社と比べた強み	
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9）	
 企業をとりまく環境についての設問	
 

（１）外部資源，ユーザー，製品･市場の特徴（図 20）	
 

	
 ここでは企業をとりまく環境の特徴について質問した｡(Chesbrough	
 2003)は，研究者の移動や技

術変化が激しくなる一方で，大学，ベンチャー企業，ベンチャーキャピタルなど，利用可能な外部

資源が豊富になってきた現在，自社の内部で基礎研究から積み上げるのではなく，自社の外部の知

識を利用する「オープン･イノベーション」が有効であると指摘している。Chesbrough はユーザー

については無視しているが，ここではユーザーについても質問した｡	
 

	
 これら外部の知識源についての評価は日韓で大きく異なっていることがわかる｡日本企業は，韓

国企業よりも｢ユーザー｣｢大学｣を高く評価し，｢子会社｣｢ベンチャー企業｣への評価が低いことがわ

かる｡系列は日本企業の特徴の一つであるが，｢子会社｣が低いのは，回答企業には上場企業が少な

いことなど，比較的小規模な企業が多いためではないかと考えられる｡	
 

	
 ユーザーについての項目も設定した。日本では「優れた知識を持つユーザーが多い。」「少数だが，

極めて先進的なニーズを持つユーザーがいる。」など，リードユーザーへの評価が高くなっている｡

ただし，「ユーザーからの新しい技術，製品についての提案が多い。」と比べて，「ユーザーが実際

に新しい技術，製品を実現することがある。」は低くなっており，ユーザー自身がイノベーション

を創造するというよりは，要望を伝えて，それを開発に活かすという方向のようである｡	
 

	
 一方，製品や市場の特徴については，日韓ともに評価は類似している｡つまり，｢技術が極めて重

要な製品である｣｢特許の取得や，それによる保護が重要な製品である｣が高く，｢模倣や迂回特許な

どが容易な製品，プロセスである｣が低くなっている｡	
 

	
 

	
 
図 20	
 外部資源，ユーザー，製品･市場の特徴	
 

･イノベーションを保護するための方策〈図 21〉	
 

	
 自社のイノベーションを保護するための方策の重要性を評価してもらった｡日韓の評価は類似し

ており，｢特許｣｢機密保持契約｣｢技術のブラックボックス化｣｢相手より早く投入｣などの評価が高

い｡	
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図 21	
 自社のイノベーション保護のための有効性	
 

	
 

10）	
 オープン･イノベーション（図 22）	
 

	
 オープン･イノベーションの前提条件としては,企業外部のサプライヤー，取引先，大学など利用

可能な外部知識が重要である｡はじめにみたように韓国企業では外部研究費の割合が高かったが，

ここでも全般的に韓国企業の方が値が高くなっている｡	
 

	
 Katz	
 and	
 Allen	
 (1982)は，	
 R&D 技術者が社外の重要な貢献を無視しがちであるということを	
 Not	
 

Invented	
 Here（NIH）症候群と呼んでいる。これは外部の技術を取り込む際の障害となるが，｢基

礎開発から自社で行うことを重視している｡｣｢他社の技術には頼らず，自社の技術にこだわる｡｣と

もに韓国の方が高く，外部技術を取り込むことへの抵抗が日本企業よりも強いことがわかる｡	
 

	
 その他,3.5 を越えるものはなく，オープン･イノベーションについての評価は全般的に高くはな

い｡日本企業は韓国企業と比べて，｢自社の特許などのライセンス収入が増加した｣｢自社が提供した

技術を取り入れた他社の製品が市場でも成功している｡｣というoutboundオープン･イノベーション

の評価が低いこと，｢研究開発の効率は他社と比べて高い｡｣｢外部の技術をそのまま取り入れること

が得意である｡｣といった点での評価が特に低い｡一方，外部からの技術を解釈し利用する吸収能力

absorptive	
 capacity(Cohen	
 and	
 Levinthal	
 1990)のうち｢外部の技術をそのまま取り入れることが

得意である。｣も韓国の方が高くなっている｡	
 

	
 ｢外部技術の導入によって，研究開発のスピードが向上した｡｣｢外部の技術を取り入れて革新的な

製品ができるようになった｡｣など，inbound オープン･イノベーションの成果については韓国企業の

方が高く評価している｡さらに，｢自社が提供した技術を取り入れた他社の製品が市場でも成功して

いる｡｣｢自社の特許などのライセンス収入が増加した｣など平均値は 3 よりも低いものの，outbound	
 

オープン･イノベーションについても韓国企業の方が評価が高い｡	
 

	
 なお，inbound オープン･イノベーションと比べて outbound オープン･イノベーションに関する項

目の方が平均値は低い｡ここでも外部からの知識を獲得するという方向が重視されていることがわ

かる｡	
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図 22	
 オープン･イノベーションに関する評価	
 

	
 

	
 

4．まとめと今後の方向性	
 

	
 

	
 本稿では「オープン･イノベーションについての国際比較」として行った日韓の企業調査の結果

をまとめた｡それぞれについての結果は既に述べたが，ここで主要なポイントをまとめておく｡	
 

	
 

･韓国企業の方が，外部との連携を利用し，成果も挙げている｡	
 

	
 韓国企業の方が，日本よりも売上に占める R&D 費の比率は低いものの，より多くを外部との共同

研究費に振り分けている(図 2)｡また，共同研究についても日本よりは全般的に頻繁に行っており，

その経済的な成果も韓国の方が高く評価している(図 9，11)｡これらの結果として，売上に占める外

部からの技術によるものの割合も韓国の方が高くなっている(表 2)｡これら定量的なデータとあわ

せて，主観的な評価項目｢自社の特許などのライセンス収入が増加した｣｢自社が提供した技術を取

り入れた他社の製品が市場でも成功している｡｣等についても低くなっている(図 22)｡	
 

	
 また，情報システムの重要性や，オープン･イノベーションのための人員の配置などをみても日

本企業の方が低い｡このように韓国企業の方が日本企業よりも外部を活用するオープン･イノベー

ションについては積極的であり，成果も挙げている｡	
 

	
 筆者が日本の上場企業を対象として行った分析によると，日本企業では売上規模が小さい方が

inbound オープン･イノベーションの成果が高かった(Hamaoka	
 2009)｡つまり規模が小さいほど，自

社ではなく外部の資源を活用する傾向にあることが示された｡本研究では従業員規模を用いている

が，日本企業の方が規模が大きく，外部ではなく自社での R&D を重視する傾向があるためかもしれ

ない｡	
 

	
 ただし，｢基礎研究｣｢応用研究｣｢製品開発｣｢生産プロセス｣については，日本の方が外部と連携す

る傾向がある｡これについては，さらに分析する必要がある｡	
 

	
 

･日本企業の方が R&D を積極的に行っているが新製品の成功割合は低い	
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 日本企業の方が韓国企業よりも多くの割合を R&D に投入し，新製品も多く投入している(表 2)｡

しかし，2009 年の売上に占める割合をみると，2007 年以前に投入した製品からの売り上げが日本

の場合は 7 割を越えているが，韓国企業では 45.7%となっている(図 3)｡日韓ともに，｢品質，機能｣

｢他社にはない革新的な技術｣｢革新的な機能をもつ製品｣など，技術面での優位性を高く評価してい

ることから(図 19)，品質よりも導入後の競争の激しさなどの問題があるのかもしれない｡特に，日

本企業は，｢新製品の開発スピード｣｢新製品を早く発売する｣など，早さについての評価が低いこと

に注意が必要である(図 19)｡	
 

	
 

･日本企業の方が情報源としては外部を利用しているもののツールの導入，利用は遅れている	
 

	
 イノベーション全般，外部知識獲得のための情報源ともに，日本企業の方が外部の資源をより高

い頻度で利用している(図 5，6)｡しかし，共同研究のための情報システムの導入，利用(図 14)，外

部情報獲得，提供のための人員(図 15)，さらに技術マネジメントツールの導入，利用(図 16)とも

に日本の方が低い｡日本では｢研究開発は組織よりも個人の能力などに大きく依存する｣傾向が強い

ことからも(図 18)，仕組みとしての R&D への取り組みが遅れているのかもしれない｡	
 

	
 

･日韓ともに外部知識を獲得する inbound オープン･イノベーションが先行している｡	
 

	
 オープン･イノベーションには外部の技術を導入する inbound オープン･イノベーションと，自社

の技術を外部に提供する outbound オープン･イノベーションの２種類がある。共同研究の目的(図

10)，外部情報獲得，提供のための人員(図 15)ともに獲得の方が重視されている｡成果についても，

日韓ともに｢自社が提供した技術を取り入れた他社の製品が市場でも成功している｡｣｢自社の特許

などのライセンス収入が増加した｣というoutboundオープン･イノベーションよりも｢外部技術の導

入によって，研究開発のスピードが向上した｡｣｢外部の技術を取り入れて革新的な製品ができるよ

うになった｡｣の方が高くなっている｡現在のオープン･イノベーションは外部知識を獲得，活用する

という inbound オープン･イノベーションが主流であるといえる｡	
 

	
 

･外部の資源として日韓ともに｢顧客｣を重視しているが，日本企業は｢大学｣，韓国は｢原材料などの

供給業者｣｢民間の研究機関｣を活用している｡	
 

	
 イノベーション全般の情報源(図 5)，外部からの知識や技術の獲得(図 7)，共同研究(図 9)など，

日韓ともに｢顧客｣が最も多く使われている｡また，共同研究の経済的成果についても｢顧客｣の評価

が高い(図 11)｡このように外部の資源としては日韓ともに｢顧客｣が重視されている｡	
 

	
 これに次いで，日本では｢大学｣を情報源や共同研究の相手として利用している｡一方，韓国では，

｢原材料などの供給業者｣｢民間の研究機関｣が利用されているという特徴がある｡日本企業の方が外

部連携による成果が低いのは，営利に結びつきにくい大学との共同研究が多いためかもしれない｡	
 

	
 

･製品開発プロセスについて，日本はコンカレント型だがリーダーの権限が弱く，韓国ではリーダ

ーの権限が強い	
 

	
 日本企業では｢開発は様々な作業を並行して進める｡｣｢プロジェクトメンバーは複数の役割を果

たしている｡｣が高く，｢開発は逐次的に進め，前の段階の作業が終了するまで次には進めない｡｣が

低いことから，一人が複数の役割をもちつつ様々なタスクを並行させるコンカレント型の開発が進

められる傾向が高い(図 17)｡ただし，韓国企業と比べると｢リーダーは開発から発売に至るまで責任

と権限を持っている｡｣｢リーダーは開発から発売に至るまでの多様な分野の知識を持っている｡｣

｢研究開発とマーケティングの両方に通じている者が多い｡｣は低くなっている｡(Clark	
 and	
 

Fujimoto	
 1991)は日本の自動車企業の開発体制の特徴として，「重量級プロジェクト･リーダー」に

よって統合されたコンカレント開発を指摘したが，ここでの回答をみると並行作業をしているもの

の，それをまとめるリーダーの力が不足している可能性がある｡	
 

	
 

･主観的な回答の有効性の確認	
 

	
 日本と韓国では業種の分布が異なるものの，自社の技術戦略，情報共有，組織文化(図 18)，自社

の強み(図 19)，市場の特徴(図 20 右側)，自社のイノベーション保護のための有効性(図 21)などで
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はグラフの形状がほぼ一致している｡このように主観的な回答の有効性が確認できたといえよう｡	
 

	
 

	
 本稿では日韓の項目毎の比較を行った｡単純集計および日韓の項目毎の差異の検定を行った｡簡

便な分析ではあるが，日本や韓国における研究開発，製品開発，オープン･イノベーションの現状，

二ヵ国の類似点や差異を明らかにすることができた｡ただし,日本企業の研究開発,製品開発,オー

プン･イノベーションはここで明らかになったように様々な課題を抱えている｡それらをいかに解

決していくかというマネジリアルな対応が望まれる｡本稿では平均値の比較を行ったが,パフォー

マンスが高い企業の個別分析,さらには,Hamaoka	
 (2008)が提案した理論的枠組みを発展させつつ，

オープン･イノベーション導入や成果の規定要因についての分析を進める予定である｡	
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